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(57)【要約】
　発光ディスプレイであって、ＯＬＥＤと、第１の複屈
折反射偏光子と、光学的にＯＬＥＤと第１の複屈折反射
偏光子との間の第２の複屈折反射偏光子と、光学的に第
１の複屈折反射偏光子と第２の複屈折反射偏光子との間
の１００：１未満のコントラスト比を有する第１の線形
吸収偏光子と、１００：１未満のコントラスト比を有す
る第２の線形吸収偏光子であって、第１の複屈折反射偏
光子が、光学的に第２の線形吸収偏光子と第１の線形吸
収偏光子との間にある、第２の線形吸収偏光子と、光学
的にＯＬＥＤと第２の複屈折反射偏光子との間の構造化
された光学フィルムと、を備える、発光ディスプレイ。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　発光ディスプレイであって、
　ＯＬＥＤと、
　第１の複屈折反射偏光子と、
　光学的に前記ＯＬＥＤと前記第１の複屈折反射偏光子との間の第２の複屈折反射偏光子
と、
　光学的に前記第１の複屈折反射偏光子と前記第２の複屈折反射偏光子との間の１００：
１未満のコントラスト比を有する第１の線形吸収偏光子と、
　１００：１未満のコントラスト比を有する第２の線形吸収偏光子であって、前記第１の
複屈折反射偏光子が、光学的に前記第２の線形吸収偏光子と前記第１の線形吸収偏光子と
の間にある、第２の線形吸収偏光子と、
　光学的に前記ＯＬＥＤと前記第２の複屈折反射偏光子との間の構造化された光学フィル
ムと、を備える、発光ディスプレイ。
【請求項２】
　前記第１の線形吸収偏光子が、１０：１未満のコントラスト比を有し、前記第２の線形
吸収偏光子が、１０：１未満のコントラスト比を有する、請求項１に記載の発光ディスプ
レイ。
【請求項３】
　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、及び前記第２の線形吸収偏光子の各々の通過軸が、実質的に整合される、請求項１又
は２に記載の発光ディスプレイ。
【請求項４】
　前記構造化された光学フィルムが、ナノ構造を備える、請求項１～３のいずれか一項に
記載の発光ディスプレイ。
【請求項５】
　前記構造化された光学フィルムが、一次元ナノ構造を備える、請求項１～４のいずれか
一項に記載の発光ディスプレイ。
【請求項６】
　前記構造化された光学フィルムが、二次元ナノ構造を備える、請求項１～４のいずれか
一項に記載の発光ディスプレイ。
【請求項７】
　光学的に前記構造化された光学フィルムと前記第２の複屈折反射偏光子との間に４分の
１波長要素を更に備える、請求項１～６のいずれか一項に記載の発光ディスプレイ。
【請求項８】
　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、前記第２の線形吸収偏光子、及び前記構造化された光学フィルムが、複合フィルムを
形成する、請求項１～７のいずれか一項に記載の発光ディスプレイ。
【請求項９】
　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、前記第２の線形吸収偏光子、及び前記４分の１波長要素が、複合フィルムを形成する
、請求項７に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１０】
　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、前記第２の線形吸収偏光子、前記４分の１波長要素、及び前記構造化された光学フィ
ルムが、複合フィルムを形成する、請求項７に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１１】
　発光ディスプレイであって、
　ＯＬＥＤと、
　第１の複屈折反射偏光子と、
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　光学的に前記ＯＬＥＤと前記第１の複屈折反射偏光子との間の第２の複屈折反射偏光子
と、
　光学的に前記第１の複屈折反射偏光子と前記第２の複屈折反射偏光子との間の１０：１
未満のコントラスト比を有する第１の線形吸収偏光子と、
　１０：１未満のコントラスト比を有する第２の線形吸収偏光子であって、前記第１の複
屈折反射偏光子が、光学的に前記第２の線形吸収偏光子と前記第１の線形吸収偏光子との
間にある、第２の線形吸収偏光子と、
　光学的に前記ＯＬＥＤと前記第２の複屈折反射偏光子との間の構造化された光学フィル
ムと、
　光学的に前記構造化された光学フィルムと前記第２の複屈折反射偏光子との間の４分の
１波長要素と、を備える、発光ディスプレイ。
【請求項１２】
　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、及び前記第２の線形吸収偏光子の各々の通過軸が、実質的に整合される、請求項１１
に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１３】
　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、前記第２の線形吸収偏光子、及び前記４分の１波長要素が、複合フィルムを形成する
、請求項１１又は１２に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１４】
　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、前記第２の線形吸収偏光子、前記４分の１波長要素、及び前記構造化された光学フィ
ルムが、複合フィルムを形成する、請求項１１又は１２に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１５】
　前記構造化された光学フィルムが、ナノ構造を備える、請求項１１～１４のいずれか一
項に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１６】
　前記構造化された光学フィルムが、一次元ナノ構造を備える、請求項１１～１５のいず
れか一項に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１７】
　前記構造化された光学フィルムが、二次元ナノ構造を備える、請求項１１～１５のいず
れか一項に記載の発光ディスプレイ。
【請求項１８】
　発光ディスプレイであって、
　ＯＬＥＤと、
　第１の複屈折反射偏光子と、
　光学的に前記ＯＬＥＤと前記第１の複屈折反射偏光子との間の第２の複屈折反射偏光子
と、
　光学的に前記第１の複屈折反射偏光子と前記第２の複屈折反射偏光子との間の１００：
１未満のコントラスト比を有する第１の線形吸収偏光子と、
　１００：１未満のコントラスト比を有する第２の線形吸収偏光子であって、前記第１の
複屈折反射偏光子が、光学的に前記第２の線形吸収偏光子と前記第１の線形吸収偏光子と
の間にある、第２の線形吸収偏光子と、
　光学的に前記ＯＬＥＤと前記第２の複屈折反射偏光子との間の非偏光保護要素と、を備
える、発光ディスプレイ。
【請求項１９】
　前記第１の線形吸収偏光子が、１０：１未満のコントラスト比を有し、前記第２の線形
吸収偏光子が、１０：１未満のコントラスト比を有する、請求項１８に記載の発光ディス
プレイ。
【請求項２０】
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　前記第１の複屈折反射偏光子、前記第２の複屈折反射偏光子、前記第１の線形吸収偏光
子、及び前記第２の線形吸収偏光子の各々の通過軸が、実質的に整合される、請求項１８
又は１９に記載の発光ディスプレイ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、発光ディスプレイ、特に、ハイブリッド偏光子を備える発光ディスプレイに
関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）装置は、カソードとアノードとの間に挟まれたエレク
トロルミネセント有機材料の薄膜を含み、これらの電極の一方又は両方は透明な伝導体で
ある。電圧がこれらの装置に印加されると、電子及び正孔は、それぞれ対応する電極から
注入されて、放射性励起子の中間生成物を介してエレクトロルミネセント有機材料内に再
結合する。
【０００３】
　ＯＬＥＤといった発光ディスプレイは、一般的に、ＯＬＥＤの金属層によって引き起こ
される周辺光からの反射を低減するように、円偏光子といった反射防止フィルムを使用す
る。線形吸収偏光子及び１／４波長フィルムからなる円偏光子は、ディスプレイ上に入射
する多量の周辺光を消滅させる。この円偏光子は、ＯＬＥＤからの放射された光のうちの
５０％以上を吸収する不利点を有し、また、線形偏光子の通過軸、及び１／４波長（ＱＷ
）フィルムの速軸又は遅軸が、互いに対して４５度に整合されなければならないため、１
／４波長フィルムを線形偏光子に適用するが困難であることにより生産コストが高い。
【０００４】
　ディスプレイコントラストは、比率（白－黒）／黒として定義され、ここで、白は、最
も明るいオン状態であり、黒は、最も暗いオフ状態である。暗くした部屋では、コントラ
ストは、ディスプレイデバイスの固有の黒及び白輝度値によって制限される。通常の使用
においては、周辺光レベル及びディスプレイ反射率が、固有の輝度レベルに付加される。
理想的な円偏光子（ＣＰ）は、白状態の輝度を５０％削減し、かつ周辺反射率を、偏光子
の第１の表面のそれまで低減する。実用的なＱＷ要素は、１つの波長のみ、及び１つの視
野角のみにおいて正確であるため、ベースライン反射率が存在する。
【０００５】
　昼光といった明るい周辺環境では、市販の最高級のＣＰは、必要とされるコントラスト
を維持するには不十分であり得るが、典型的な住宅又はオフィス環境では、必要とされる
コントラストは、高性能ＣＰを用いずに達成され得る。ＣＰフィルム積層体のコストは、
目的用途で要求される性能値に適合していなければならない。
【０００６】
　ディスプレイ明度は、電子ドライブ容量及びその関連するかさ、並びにエミッタの寿命
の費用を負担する重要な属性である。加えて、ディスプレイ電力効率は、ディスプレイ明
度に対する重要な消費者規制のカウンタバランスである。ＣＰ反射防止積層体は、明度及
び電力効率を半分超削減する。明度も増強する反射防止構成要素は、付加価値を与える。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ＣＰ実装は、ＱＷと線形偏光子フィルムの既定された４５度の整合によって複雑化され
、ロール・ツー・ロール積層ではなくピース・ツー・ピース積層を必要とする場合が多い
。ロール・ツー・ロールアセンブリを可能にする反射防止構成要素は、コストを低減する
。
【０００８】
　本開示は、発光ディスプレイ、特に、ハイブリッド偏光子を備える発光ディスプレイに
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関する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　多くの実施形態において、発光ディスプレイは、ＯＬＥＤと、第１及び第２の複屈折反
射偏光子と、１００：１未満のコントラスト比を有する第１及び第２の線形吸収偏光子と
、構造化された光学フィルムと、を備える。第２の複屈折反射偏光子は、光学的にＯＬＥ
Ｄと第１の複屈折反射偏光子との間にある。第１の線形吸収偏光子は、光学的に第１の複
屈折反射偏光子と第２の複屈折反射偏光子との間にあり、第１の複屈折反射偏光子は、光
学的に第２の線形吸収偏光子と第１の線形吸収偏光子との間にある。構造化された光学フ
ィルムは、光学的にＯＬＥＤと第２の複屈折反射偏光子との間にある。１／４波長フィル
ムは、任意に、反射偏光子と構造化された光学フィルムとの間に配置することができる。
【００１０】
　更なる実施形態において、発光ディスプレイは、ＯＬＥＤと、第１及び第２の複屈折反
射偏光子と、１０：１未満のコントラスト比を有する第１及び第２の線形吸収偏光子と、
構造化された光学フィルムと、４分の１波長要素と、を備える。第２の複屈折反射偏光子
は、光学的にＯＬＥＤと第１の複屈折反射偏光子との間にある。第１の線形吸収偏光子は
、光学的に第１の複屈折反射偏光子と第２の複屈折反射偏光子との間にある。第１の複屈
折反射偏光子は、光学的に第２の線形吸収偏光子と第１の線形吸収偏光子との間にある。
構造化された光学フィルムは、光学的にＯＬＥＤと第２の複屈折反射偏光子との間にある
。４分の１波長要素は、光学的に、構造化された光学フィルムと第２の複屈折反射偏光子
との間にある。
【００１１】
　多くの実施形態において、発光ディスプレイは、ＯＬＥＤと、第１及び第２の複屈折反
射偏光子と、１００：１未満のコントラスト比を有する第１及び第２の線形吸収偏光子と
、非偏光保護要素と、を備える。第２の複屈折反射偏光子は、光学的にＯＬＥＤと第１の
複屈折反射偏光子との間にある。第１の線形吸収偏光子は、光学的に第１の複屈折反射偏
光子と第２の複屈折反射偏光子との間にあり、第１の複屈折反射偏光子は、光学的に第２
の線形吸収偏光子と第１の線形吸収偏光子との間にある。非偏光保護要素は、光学的にＯ
ＬＥＤと第２の複屈折反射偏光子との間にある。
【００１２】
　本開示の１つ以上の実施形態の詳細を、添付の図面及び以下の説明で示す。本開示の他
の特徴、目的、及び利点は、説明及び図面、並びに特許請求の範囲から明らかとなるであ
ろう。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
　本開示の様々な実施形態の以下の詳細な説明を、添付の図面と合せて考慮することで、
本開示のより完全な理解が可能である。
【図１】発光ディスプレイの概略的な断面図である。
【図２】別の発光ディスプレイの概略的な断面図である。
【図３】別の発光ディスプレイの概略的な断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下の詳細な説明では、添付図面を参照する。図面は、本明細書の一部を形成しており
、例として複数の特定の実施形態を示している。本開示の範囲又は趣旨から逸脱すること
なく、他の実施形態が想到され、実施されうる点は理解されるはずである。したがって、
以下の詳細な説明は、限定的な意味で解釈されるべきではない。
【００１５】
　本明細書において使用されるすべての科学用語及び技術用語は、特に示されない限りは
、当該技術分野において一般的に用いられている意味を有するものである。本明細書にお
いて与えられる用語の定義は、本明細書において頻繁に使用される特定の用語の理解を容
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易にするためのものであって、本開示の範囲を限定しようとするものではない。
【００１６】
　別途記載のない限り、本明細書及び特許請求の範囲で使用される形状寸法、量、及び物
理的特性を表わすすべての数字は、すべての場合において用語「約」により修飾されてい
ると理解されるべきである。したがって、そうでないことが示されていないかぎり、上記
の明細書及び添付の特許請求の範囲に記載される数値パラメータは、当業者が本明細書に
開示される教示を用いて得ようとする所望の特性に応じて異なり得る近似値である。
【００１７】
　本明細書及び添付の「特許請求の範囲」において使用される単数形「ａ」、「ａｎ」、
及び「ｔｈｅ」には、その内容によって明らかに示されない限りは複数の指示対象物を有
する実施形態が含まれる。内容によってそうでないことが明らかに示されない限り、本明
細書及び添付の「特許請求の範囲」において使用される用語「又は」は、「及び／又は」
を含めた意味で広く用いられる。
【００１８】
　これらに限定されるものではないが、「下側」、「上側」、「下」、「下方」、「上方
」、及び「～の上」などの空間的に関連した語は、本明細書で使用する場合、ある要素の
別の要素に対する空間的関係を述べるうえで説明を容易にする目的で用いられる。このよ
うな空間的に関連した語には、図に示され、本明細書に述べられる特定の向き以外に、使
用中又は作動中の装置の異なる向きが含まれる。例えば、図に示される物体がひっくり返
されるか又は裏返されると、最初に他の要素の下又は下方として述べられた部分は、これ
らの他の要素の上方となるであろう。
【００１９】
　本明細書で使用するとき、ある要素、部材若しくは層が、例えば、別の要素、部材若し
くは層と「一致する境界面」を形成する、又は「上にある」、「接続される」、「結合さ
れる」、若しくは「接触する」として記載される場合、その要素、部材若しくは層は、例
えば、特定の要素、部材若しくは層の直接上にあるか、直接接続されるか、直接結合され
るか、直接接触してもよく、又は介在する要素、部材若しくは層が特定の要素、部材若し
くは層の上にあるか、接続されるか、結合されるか、若しくは接触してもよい。ある要素
、部材又は層が、例えば、別の要素の「直接上にある」、「直接接続される」、「直接結
合する」、又は「直接接触する」とされる場合、介在する要素、部材又は層は存在しない
。
【００２０】
　本明細書で使用するとき、「有する（have）」、「有する（having）」、「含む（incl
ude）」、「含む（including）」、「備える（comprise）」、「備える（comprising）」
等は、制限のない意味で使用されており、一般に、「含むがそれに限らない」ことを意味
する。「からなる」及び「から本質的になる」という用語は、「含む（comprising）」等
の用語に包含されることが理解されよう。
【００２１】
　用語「ＯＬＥＤ」は、有機発光デバイスを指す。ＯＬＥＤ装置は、カソードとアノード
との間に挟まれたエレクトロルミネセント有機材料の薄膜を含み、これらの電極の一方又
は両方は透明な伝導体である。電圧がこれらの装置に印加されると、電子及び正孔は、そ
れぞれ対応する電極から注入されて、放射性励起子の中間生成物を介してエレクトロルミ
ネセント有機材料内に再結合する。
【００２２】
　本明細書において定義される語句「非偏光保護要素」は、光の入射偏極ビームの一部の
偏光を偏光解消、変換、又は改変する、バルク光学素子、コーティング、又はフィルムで
ある。その部分は、空間的に、角度的に、又は波長によって選択され得、かつ入射ビーム
の一部又は全体であり得る。非偏光保護要素は、バルク光学素子、例えば、Ｃｏｒｎｕ若
しくはＬｙｏｔ偏光解消子、光学リターダフィルム若しくはコーティング、体積散乱フィ
ルム若しくはコーティング、液晶、ポリマー液晶、若しくは他の分極性ポリマーといった
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形態複屈折若しくは分子複屈折ドメインを含有する異種コーティング、及び複屈折媒体の
混合配向ドメインを含有するメタマテリアルを含み得る。
【００２３】
　「構造化された光学フィルム」は、ＯＬＥＤデバイスからの光アウトカップリングを改
善する、並びに／又はＯＬＥＤの角度輝度及び／若しくは色均一性を改善する、フィルム
又は層を指す。光抽出機能及び角度輝度／色改善機能はまた、１つの構造化されたフィル
ムにおいて組み合わせることができる。構造化された光学フィルムは、周期的、準周期的
、若しくはランダムな工学的ナノ構造（例えば、以下で説明される光抽出フィルム）を含
むことができる、及び／又は構造化された光学フィルムは、構造化された特徴のサイズが
１ｕｍ以上である、周期的、準周期的、若しくはランダムな工学的微細構造を含むことが
できる。
【００２４】
　「光抽出フィルム」は、ナノ構造上に実質的に平坦な表面を形成する、実質的に透明な
基板、低屈折率構造、及び高屈折率バックフィル層を指す。用語「実質的に平坦な表面」
は、バックフィル層が下にある層を平面にすることを意味するが、わずかな表面変化が実
質的に平坦な表面に存在してもよい。バックフィル層の平坦な表面がＯＬＥＤ装置の光出
力表面に対して配置されると、ナノ構造は、ＯＬＥＤ装置からの光出力を少なくとも部分
的に高める。バックフィルの平坦な表面は、ＯＬＥＤ光出力表面に直接当てて、又は平坦
な表面と光出力表面との間の別の層を介して、配置されてもよい。
【００２５】
　用語「ナノ構造（１つまたは複数）」は、２マイクロメートル未満、より好ましくは１
マイクロメートル未満である少なくとも１つの寸法（例えば、高さ、長さ、幅、若しくは
直径）を有する構造を指す。ナノ構造は、粒子及び設計された特徴を含むが、これらに必
ずしも限定されない。粒子及び設計された特徴は、例えば、規則的又は不規則的な形状を
有することができる。かかる粒子はナノ粒子とも呼ばれる。用語「ナノ構造化」は、ナノ
構造を有する材料又は層を指す。
【００２６】
　本開示は、発光ディスプレイ、特に、他の態様の中でも、ハイブリッド偏光子を含む発
光ディスプレイに関する。発光ディスプレイは、ハイブリッド偏光子、及び構造化された
光学フィルム、又は非偏光保護要素を含むことができる。ハイブリッド偏光子は、構造化
された光学フィルムとの組み合わせにおいて、発光ディスプレイのための改善された光学
特性を提供する。本開示は必ずしもこのように限定されないが、本開示の種々の態様の理
解は以下に提供される実施例の考察によって得ることができる。
【００２７】
　ＬＣＤディスプレイにおける２つの線形偏光子の機能は、ＯＬＥＤディスプレイの反射
防止積層体における単一の線形偏光子とは異なる。そのため、ＯＬＥＤディスプレイに対
して仕様される線形偏光子は、透過型ＬＣＤに対して選択される線形偏光子とは著しく異
なり得る。
【００２８】
　ＬＣＤディスプレイを参照すると、機能的光路は一方向性であり、固有又は暗室コント
ラスト比は、典型的に５０００：１超である、前及び後の偏光子のコントラスト比によっ
て制限される。液晶層は、交差した偏光子を通るＬＣＤ透過率を変調する、切り替え可能
なリターダである。
【００２９】
　ＯＬＥＤディスプレイにおける反射防止積層体を通る機能的光路は、二方向性である。
周辺光は、線形偏光子を通過し、偏光され、次いで、非偏光保護要素を横断してＯＬＥＤ
から反射する際に、変換又は偏光解消する。次いで、光の一部は、線形偏光子を通って戻
ってくる際に吸収される。暗室コントラスト比は、偏光子コントラスト比に依存しないが
、室内光コントラスト比は、ある程度まで依存する。
【００３０】
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　ＯＬＥＤディスプレイからの周辺光反射率は、偏光子の前表面反射率、通過状態での漏
れ、及びブロック状態での漏れからなる。通過状態での漏れは、非偏光保護要素を横断し
、ＯＬＥＤから反射した後の、通過状態における線形偏光子に戻る周辺光の部分である。
反射防止積層体が、高コントラスト比のアクロマティック円偏光子である場合、前表面反
射率が優位である。反射偏光子及び非偏光保護要素を含む実施形態では、通過状態での漏
れが優位であり得る。これらの場合は、著しいペナルティを伴わずに、偏光子がブロック
状態での漏れをより多く受け入れ得る。したがって、偏光子コントラスト比仕様は、緩和
され得る。
【００３１】
　光は偏光子を２度通過するため、１０：１の線形偏光子コントラスト比に対して、ブロ
ック状態での漏れは、最大で約１％である。そのため、ブロック状態での漏れは、４％の
前表面反射率、及び５％の通過状態での漏れへの小さい付加である。
【００３２】
　図１～３は、発光ディスプレイの概略的な断面図である。発光ディスプレイは、ＯＬＥ
Ｄ　２０と、第１の反射偏光子４２及び第２の反射偏光子４４と、第１の線形吸収偏光子
３２及び第２の線形吸収偏光子３４と、構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要
素５０と、を含む。一部の実施形態において、発光ディスプレイは、４分の１波長要素６
０を更に含む。他の実施形態において、発光ディスプレイは、４分の１波長要素６０を含
まない。
【００３３】
　多くの実施形態において、第２の反射偏光子４４は、光学的にＯＬＥＤ　２０と第１の
反射偏光子４２との間にある。第１の線形吸収偏光子３２は、光学的に第１の反射偏光子
４２と第２の反射偏光子４４との間にある。第１の反射偏光子４２は、光学的に第２の線
形吸収偏光子３４と第１の吸収偏光子３２との間にある。構造化された光学フィルム５０
又は非偏光保護要素５０は、光学的にＯＬＥＤ　２０と第２の複屈折反射偏光子４４との
間にある。多くの実施形態において、第１の反射偏光子４２及び第２の反射偏光子４４は
、複屈折反射偏光子である。多くの実施形態において、第１の線形吸収偏光子３２及び第
２の線形吸収偏光子３４は、１００：１未満又は１０：１未満のコントラスト比を有する
、「脆弱な」線形吸収偏光子である。第１の反射偏光子４２、第２の反射偏光子４４、第
１の線形吸収偏光子３２、及び第２の線形吸収偏光子３４は、単一の複合フィルム要素を
形成することができ、本明細書において「ハイブリッド」偏光子と称される。４つの偏光
子層が例示されるが、ハイブリッド偏光子は、２つの反射偏光子層間に挟持される少なく
とも１つの線形吸収偏光子を有する、３つ以上の層を有することができる。多くの実施形
態において、すべての偏光子層の通過軸は、実質的に整合される。
【００３４】
　図１に例示される発光ディスプレイは、ＯＬＥＤ　２０と、第１の反射偏光子４２及び
第２の反射偏光子４４と、第１の線形吸収偏光子３２及び第２の線形吸収偏光子３４と、
構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要素５０と、を含む。例示される第１の反
射偏光子４２及び第２の反射偏光子４４、第１の線形吸収偏光子３２及び第２の線形吸収
偏光子３４は、単一の複合ハイブリッド偏光子要素を形成し、構造化された光学フィルム
５０又は非偏光保護要素５０は、ＯＬＥＤ　２０に結合されてもよいし、又はされなくて
もよい。図１は、４分の１波長要素（図２の要素６０を参照されたい）を含まない。
【００３５】
　図２に例示される発光ディスプレイは、ＯＬＥＤ　２０と、第１の反射偏光子４２及び
第２の反射偏光子４４と、第１の線形吸収偏光子３２及び第２の線形吸収偏光子３４と、
構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要素５０と、４分の１波長要素６０と、を
含む。例示される第１の反射偏光子４２及び第２の反射偏光子４４、第１の線形吸収偏光
子３２及び第２の線形吸収偏光子３４は、４分の１波長要素６０と共に単一の複合ハイブ
リッド偏光子要素を形成する。構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要素５０は
、ＯＬＥＤ　２０に光学的に結合されてもよいし、又はされなくてもよい。
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【００３６】
　図３に例示される発光ディスプレイは、ＯＬＥＤ　２０と、第１の反射偏光子４２及び
第２の反射偏光子４４と、第１の線形吸収偏光子３２及び第２の線形吸収偏光子３４と、
構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要素５０と、４分の１波長要素６０と、を
含む。例示される第１の反射偏光子４２及び第２の反射偏光子４４、第１の線形吸収偏光
子３２及び第２の線形吸収偏光子３４は、４分の１波長要素６０、及び構造化された光学
フィルム５０又は非偏光保護要素５０と共に、単一の複合ハイブリッド偏光子要素を形成
する。構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要素５０は、ＯＬＥＤ　２０に光学
的に結合されない。
【００３７】
　ＯＬＥＤ　２０は、任意の有用な発光デバイスであり得る。マイクロキャビティ効果を
考慮すると、ＯＬＥＤは、２つのタイプ、即ち、脆弱なマイクロキャビティＯＬＥＤ、及
び強力なマイクロキャビティＯＬＥＤに大まかにカテゴリ化することができる。従来の底
部発光ＯＬＥＤは、脆弱なマイクロキャビティデバイスであり、一方、分散されたＢｒａ
ｇｇ反射器又は２つの金属電極を伴うＯＬＥＤは、強力なマイクロキャビティデバイスと
考えられる。内部量子効率（ηｉｎｔ）、外部量子効率、励起子寿命、及び角度依存を含
む光放射特性は、Ｆａｂｒｉ－Ｐｅｒｏｔ共振空洞効果及びＰｕｒｃｅｌｌ効果により、
２つのタイプのＯＬＥＤにおいて異なる。多くの実施形態において、ＯＬＥＤ　２０は、
強力なマイクロキャビティＯＬＥＤである。他の実施形態において、ＯＬＥＤ　２０は、
脆弱なマイクロキャビティＯＬＥＤである。
【００３８】
　線形偏光子３２、３４は、任意の有用な線形偏光子要素であり得る。線形偏光子は、単
一の偏光状態で光を透過させる。線形偏光子は、ワイヤグリッド偏光子又は吸収偏光子で
あり得る。１つの有用なタイプの吸収偏光子は、ダイクロイック偏光子である。ダイクロ
イック偏光子は、例えば、ポリマーシートに染料を組み込み、次いでこれを１つの方向に
延伸することによって作製される。ダイクロイック偏光子はまた、ポリビニルアルコール
といった半結晶ポリマーを一軸延伸し、次いで、このポリマーをヨウ素錯体若しくはダイ
クロイック染料で染色することによって、又はポリマーを配向されたダイクロイック染料
でコーティングすることによって作製することができる。これらの偏光子は、しばしば、
染料のためのポリマーマトリクスとして、ポリビニルアルコールを使用する。ダイクロイ
ック偏光子は、一般的に、光吸収量が多い。上で説明されるように、多くの実施形態にお
いて、線形吸収偏光子は、１００：１未満、又は１０：１未満、又は５：１以下のコント
ラスト比を有する、「脆弱な」線形吸収偏光子である。
【００３９】
　反射偏光子４２、４４は、任意の有用な反射偏光子要素であり得る。反射偏光子は、単
一の偏光状態で光を透過させ、残りの光を反射する。多くの実施形態において、反射偏光
子は、複屈折反射偏光子である。複屈折反射偏光子は、第２の材料の第２の層上に（例え
ば、共押出によって）配置される第１の材料の第１の層を有する多層光学フィルムを含む
。第１の材料及び第２の材料の一方又は両方が複屈折性のものであってよい。層の総数は
、数百若しくは数千、又はそれ以上であり得る。いくつかの例示的実施形態では、隣接す
る第１及び第２の層を光学的繰り返し単位と呼ぶ場合がある。本開示の例示的な実施形態
における使用に好適な反射偏光子は、例えば、米国特許第５，８８２，７７４号、同第６
，４９８，６８３号、同第５，８０８，７９４号に記載されており、これらは、参照する
ことにより本明細書に組み込まれる。
【００４０】
　任意の好適なタイプの反射偏光子、例えば、多層光学フィルム（ＭＯＦ）反射偏光子、
連続／分散相偏光子といった拡散反射型偏光フィルム（ＤＲＰＦ）、ワイヤグリッド反射
偏光子、又はコレステリック反射偏光子を、反射偏光子の目的で使用することができる。
【００４１】
　ＭＯＦ反射偏光子及び連続／分散相反射偏光子の双方は、通常は高分子材料である少な
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くとも２種の材料間の屈折率の差に依存して、直交偏光状態で光を透過しながら、１つの
偏光状態の光を選択的に反射する。ＭＯＦ反射偏光子のいくつかの例は、共同所有される
米国特許第５，８８２，７７４号（Ｊｏｎｚａ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されている。ＭＯ
Ｆ反射偏光子の商業的に入手可能な例としては、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能な拡
散表面を含むＶｉｋｕｉｔｉ（商標）ＤＢＥＦ－Ｄ２－４００及びＤＢＥＦ－Ｄ４－４０
０多層反射偏光子が挙げられる。
【００４２】
　本開示と関連して有用なＤＲＰＦの例としては、例えば、共同所有される米国特許第５
，８２５，５４３号（Ｏｕｄｅｒｋｉｒｋ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されている連続／分散
相反射偏光子、及び例えば、共同所有される米国特許第５，８６７，３１６号（Ｃａｒｌ
ｓｏｎ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されている拡散反射多層偏光子が挙げられる。他の好適な
タイプのＤＲＰＦは、米国特許第５，７５１，３８８号（Ｌａｒｓｏｎ）に記載されてい
る。
【００４３】
　本開示と関連して有用なワイヤグリッド偏光子のいくつかの例としては、例えば、米国
特許第６，１２２，１０３号（Ｐｅｒｋｉｎｓ　ｅｔ　ａｌ．）に記載されているものが
挙げられる。ワイヤグリッド偏光子は、とりわけＭｏｘｔｅｋ　Ｉｎｃ．，Ｏｒｅｍ，Ｕ
ｔａｈから商業的に入手可能である。本開示と関連して有用なコレステリック偏光子のい
くつかの例としては、例えば、米国特許第５，７９３，４５６号（Ｂｒｏｅｒ　ｅｔ　ａ
ｌ．）、及び米国特許公開第２００２／０１５９０１９号（Ｐｏｋｏｒｎｙ　ｅｔ　ａｌ
．）に記載されているものが挙げられる。コレステリック偏光子は、コレステリック偏光
子を透過した光が直線偏光に変換されるように、出力側の４分の１波長遅延層と共に提供
されることが多い。
【００４４】
　複屈折反射偏光子において、第１の層の屈折率（ｎ１ｘ、ｎ１ｙ、ｎ１ｚ）、及び第２
の層の屈折率（ｎ２ｘ、ｎ２ｙ、ｎ２ｚ）は、１つの面内の軸（ｙ軸）に沿って実質的に
一致しており、別の面内の軸（ｘ軸）に沿って実質的に一致していない。一致している方
向（Ｙ）は偏光板の透過（通過）軸又は状態を形成して、その方向に沿って偏光された光
は選択的に透過されるようになっており、一致していない方向（Ｘ）は偏光板の反射（遮
断）軸又は状態を形成して、その方向に沿って偏光された光は選択的に反射されるように
なっている。一般的に、反射方向に沿った屈折率のずれが大きく、透過方向において屈折
率がよく一致しているほど、偏光板の性能は高くなる。
【００４５】
　多層光学フィルムは、通常、異なる屈折率特性を有する個別のミクロ層を含み、その結
果一部の光が隣接するミクロ層間の境界面で反射される。ミクロ層は、複数の境界面で反
射した光が建設的又は破壊的干渉を受けて多層光学フィルムに所望の反射又は透過特性を
提供できるように、十分に薄い。紫外波長、可視波長、又は近赤外波長の光を反射するよ
うに設計された多層光学フィルムでは、各ミクロ層は、一般的に約１μｍ未満の光学的厚
さ（物理的な厚さ×屈折率）を有する。しかしながら、多層光学フィルムの外側表面の表
皮層、又は多層光学フィルム間に配置され干渉性なミクロ層群を分離する保護境界層（Ｐ
ＢＬ）などのもっと厚い層を含むこともできる。そのような多層光学フィルム本体は、積
層体内の２つ以上の多層光学フィルムを接合する１つ以上の厚い接着層を含むこともでき
る。
【００４６】
　一部の場合において、発光ディスプレイデバイスの広画角の観察に対して良好に機能す
るために、複屈折反射偏光子は、すべての入射角に対して高ブロック状態コントラストを
維持し、すべての入射角にわたって高い通過透過率も維持する。共同所有される米国特許
第５，８８２，７７４号において示されているように、通過状態透過率は、交互の第１及
び第２の層の屈折率が、ｚ軸に沿って偏光する光、及びｙ軸に沿って偏光する光に対して
一致するときに増加する。ｚ屈折率一致はまた、ブロック状態透過率が、高い入射角にお
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いて低下しないことを確実にする。１つの具体的な有用な複屈折反射偏光子は、商品名「
３Ｍ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌａｒｉｚｉｎｇ　Ｆｉｌｍ」又は「ＡＰＦ」で既知の複
屈折ポリマー多層偏光フィルムである。米国特許第６，４８６，９９７号は、ＰＢＳとし
てのかかるフィルムの使用に言及している。
【００４７】
　一部の場合において、発光ディスプレイデバイスの広画角の観察に対して良好に機能す
るために、反射偏光子は、一般的に入射角と共に増加する反射率、及び入射角と共に減少
する透過率を有する。かかる反射率及び透過率は、任意の入射面における非偏光可視光、
又は使用可能な偏光状態の斜光がｐ偏光される平面、若しくは使用可能な偏光状態の斜光
がｐ偏光される直交平面に入射する使用可能な偏光状態の光に対するものであってもよい
。この挙動は、ディスプレイ産業にとってより重要な観察角でより多くの光を放射するた
めに、一部のディスプレイにとっては望ましくあり得る。この効果は、コリメーションと
呼ばれる。これらのタイプのフィルムの例は、米国特許第８，４６９，５７５号に記載さ
れている。
【００４８】
　本明細書において説明される構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要素５０は
、ＯＬＥＤデバイスに適用される別個のフィルムであり得る。例えば、光結合層は、構造
化された光学フィルム又は非偏光保護要素を、ＯＬＥＤデバイスの光出力表面に光学的に
結合させるために使用することができる。光結合層は、構造化された光学フィルム若しく
は非偏光保護要素、ＯＬＥＤデバイス、又は両方に適用することができ、構造化された光
学フィルム若しくは非偏光保護要素のＯＬＥＤデバイスへの適用を容易にするように接着
剤で実装することができる。別個の光結合層の代替としては、バックフィルの光学機能及
び平坦化機能、並びに粘着性の光結合層の接着機能が同じ層で行なわれるように、高屈折
率のバックフィル層自体が高屈折率の接着剤からなってもよい。光結合層の例、及び光抽
出フィルムをＯＬＥＤデバイスに積層するためにそれらを使用するプロセスは、「ＯＬＥ
Ｄ　Ｌｉｇｈｔ　Ｅｘｔｒａｃｔｉｏｎ　Ｆｉｌｍｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｎａｎｏｐａｒｔ
ｉｃｌｅｓ　ａｎｄ　Ｐｅｒｉｏｄｉｃ　Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓ」と題され、２０１１年
３月１７日に出願された、米国特許公開第２０１２／０２３４４６０号に記載されており
、該文献は完全に記載されたかのように参照することによって本明細書に組み込まれる。
【００４９】
　構造化された光学フィルム又は非偏光保護要素（例えば、光抽出フィルム）のためのナ
ノ構造は、基板と一体的に、又は基板に適用される層に形成され得る。例えば、ナノ構造
は、低屈折率の材料を基板に適用し、続いて材料をパターン化することで基板上に形成す
ることができる。ナノ構造は、少なくとも１つの寸法、例えば幅が、１マイクロメートル
未満である構造である。
【００５０】
　ナノ構造は、粒子及び設計された特徴を含むが、これらに必ずしも限定されない。粒子
及び設計された特徴は、例えば、規則的又は不規則的な形状を有することができる。かか
る粒子はナノ粒子とも呼ばれる。人工ナノ構造は、個々の粒子ではないが、人工ナノ構造
を形成するナノ粒子から構成されてもよく、ナノ粒子は、人工構造の外形寸法よりも著し
く小さい。
【００５１】
　構造化された光学フィルム又は非偏光保護要素（例えば、光抽出フィルム）のためのナ
ノ構造は、一次元（１Ｄ）であり得、これは、それらが一次元においてのみ周期的である
ことを意味し、つまり、最も近い隣接する特徴が、直交方向に沿ってではなく、表面に沿
って、１つの方向において等しく離間する。１Ｄのナノ周期構造の場合には、隣接した周
期的な特徴間の間隔は１マイクロメートル未満である。一次元の構造としては、例えば、
連続的若しくは細長いプリズム若しくはリッジ、又は線形格子が挙げられる。
【００５２】
　構造化された光学フィルム又は非偏光保護要素（例えば、光抽出フィルム）のためのナ
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ノ構造はまた、二次元（２Ｄ）であり得、これは、それらが二次元において周期的である
ことを意味し、つまり、最も近い隣接する特徴が、表面に沿って２つの異なる方向におい
て等しく離間する。２Ｄのナノ構造の場合には、両方の方向の間隔が１マイクロメートル
未満である。２つの異なる方向の間隔は異なってもよいことに留意されたい。二次元の構
造としては、例えば、レンズレット、ピラミッド、台形、丸形若しくは角形の柱、又はフ
ォトニック結晶構造が挙げられる。二次元構造の他の例としては、米国特許出願公開第２
０１０／０１２８３５１号に記載される湾曲側面を有する円錐構造が挙げられ、該文献は
完全に記載されたかのように参照することによって本明細書に組み込まれる。
【００５３】
　光抽出フィルムのための基板、低屈折率の多周期的構造、及び高屈折率のバックフィル
層の材料は、上述の公開された特許出願に提供されている。例えば、基板は、ガラス、Ｐ
ＥＴ、ポリイミド、ＴＡＣ、ＰＣ、ポリウレタン、ＰＶＣ、又は可撓性ガラスで実現する
ことができる。光抽出フィルムを作製するためのプロセスもまた、上述の公開特許出願に
提供されている。必要に応じて、光取り出しフィルムを組み込んだデバイスを湿気又は酸
素から守るために、基板はバリアフィルムで実現することができる。バリアフィルムの例
は、米国特許出願公開第２００７／００２０４５１号、及び米国特許第７，４６８，２１
１号に開示され、該文献は共に、完全に記載されたかのように参照することによって本明
細書に組み込まれる。
【００５４】
　４分の１波長要素６０は、任意の有用な４分の１波長要素であり得る。４分の１波長要
素６０又はリターダは、線形に偏光した光の偏光方向を、円形に偏光した光に変更するこ
とができ、逆もまた同様である。一部の実施形態において、４分の１波長要素６０は、ハ
イブリッド偏光子と共に単一の複合フィルムを形成することができる。一部の実施形態に
おいて、４分の１波長要素は、ハイブリッド偏光子及び構造化された光学フィルムと共に
単一の複合フィルムを形成することができる。
【００５５】
　一部の実施形態において、発光ディスプレイ１０は、４分の１波長要素６０を含まない
。構造化された光学フィルム５０又は非偏光保護要素５０を利用する場合、４分の１波長
要素６０は、以下の実施例において例示されるように、発光ディスプレイ１０の光学特性
を低下させることなく排除され得ることは、驚くべきことである。４分の１波長要素６０
を排除することにより、製造を簡略化することができ、かつ発光ディスプレイ１０のコス
トを低減することができる。
【００５６】
　従来の円偏光子は、周辺光からのまぶしさを低減するために、発光ディスプレイ上で使
用される。この円偏光子の１つの不利点は、放射された光が５０％以上低減されることで
ある。ディスプレイ用途によっては、発光ディスプレイのより長い寿命を可能にする、又
は表示される視覚品質を改善するために、より高い発光輝度効率が非常に望ましい。一部
のディスプレイ用途では、住宅内のＴＶのように周辺光はより低く、周辺光のまぶしさを
低減するための要件はより少なくなる。本開示の一部の実施形態において、従来の円偏光
子を備えるものに対する、発光ディスプレイの輝度効率の増加は、最大１．３であり得、
他の実施形態において、従来の円偏光子を備えるものに対する、発光ディスプレイの輝度
効率の増加は、最大２．０であり得る。本開示の他の実施形態において、従来の円偏光子
を備えるものに対する、発光ディスプレイの輝度効率の増加は、最大４．０であり得る。
輝度効率におけるこれらの増大は、反射防止フィルムを備えていない発光ディスプレイと
比較して、周辺光によって引き起こされるまぶしさを依然として低減しつつ達成される。
【００５７】
　従来の円偏光子と、強力なマイクロキャビティＯＬＥＤといった特定の発光ディスプレ
イとの組み合わせは、しばしば、観察角の関数としての大きい色シフトを有する。一部の
場合において、これは、軸方向の輝度効率を改善するために成される妥協である。この色
シフトはまた、従来の円偏光子における複屈折分散による、４分の１波長要素の色消しの
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欠如によって引き起こされ得る。本開示の一部の実施形態は、増大した輝度効率を提供し
、これにより、角度に伴う妥協された色シフトのない発光ディスプレイを可能にすること
ができる。
【００５８】
　開示される発光ディスプレイの利点のうちの一部を、以下の実施例によって更に例示す
る。この実施例で列挙される特定の材料、量及び寸法、並びに他の条件及び詳細は、本発
明を不当に制限するものと解釈されるべきではない。
【実施例】
【００５９】
　実施例におけるすべての部、百分率、比等は、特に明記しない限り、重量基準である。
使用した溶媒及び他の試薬は、異なる記載のない限り、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，ＷＩ）より入手したものである
。
【００６０】

【表１】
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【００６１】
　調製例
　Ｄ５１０安定した５０ｎｍ　ＴｉＯ２ナノ粒子分散の調製
　およそ５２重量パーセントのＴｉＯ２で分散したＴｉＯ２ナノ粒子を、ＳＯＬＰＬＵＳ
　Ｄ５１０と１－メトキシ－２－プロパノールとの存在下で、粉砕プロセスを用いて調製
した。ＳＯＬＰＬＵＳ　Ｄ５１０を、ＴｉＯ２の重量に基づいて２５重量パーセントの量
で加えた。混合物は、ＤＩＳＰＥＲＭＡＴミキサ（Ｐａｕｌ　Ｎ．Ｇａｒｄｎｅｒ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ，Ｉｎｃ．，Ｐｏｍｐａｎｏ　Ｂｅａｃｈ，ＦＬ）を使用して１０分間予混合
し、次いで、ＮＥＴＺＳＣＨ　ＭｉｎｉＣｅｒ　Ｍｉｌｌ（ＮＥＴＺＳＣＨ　Ｐｒｅｍｉ
ｅｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，ＬＬＣ．，Ｅｘｔｏｎ，ＰＡ）を、４３００ｒｐｍ、
０．２ｍｍ　ＹＴＺ粉砕媒体、及び２５０ｍＬ／分の流量の条件で用いた。１時間の粉砕
後、１－メトキシ－２－プロパノール中に分散した白いペースト状のＴｉＯ２を得た。粒
径は、Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ＺＥＴＡＳＩＺＥＲ　Ｎａｎｏ　ＺＳ
（Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　Ｉｎｃ（Ｗｅｓｔｂｏｒｏｕｇｈ，ＭＡ）
）を用いて５０ｎｍ（Ｚ－平均粒子径）であると判定された。
【００６２】
　高屈折率バックフィル溶液（ＨＩ－ＢＦ）の調製
　２０ｇのＤ５１０安定した５０ｎｍ　ＴｉＯ２溶液と、２．６ｇのＳＲ８３３Ｓと、０
．０６ｇのＩＲＧＡＣＵＲＥ　１８４と、２５．６ｇの１－メトキシ－２－プロパノール
と、３８．４ｇの２－ブタノンと、を共に混合して、均一の高屈折率バックフィル溶液を
調製した。
【００６３】
　４００ｎｍピッチを有するナノ構造化フィルムの製造
　最初に（合成単結晶ダイヤモンド（Ｓｕｍｉｔｏｍｏ　Ｄｉａｍｏｎｄ（Ｊａｐａｎ）
）を使用して）米国特許第７，１４０，８１２号に記載されるような多重先端ダイヤモン
ド工具を作製することにより、４００ｎｍ「鋸歯状」格子フィルムを製造した。
【００６４】
　次いで、このダイヤモンド工具を使用して、銅製ミクロ複製ロールを作製し、次いで、
それを使用して、０．５％（２，４，６トリメチルベンゾイル）ジフェニルホスフィン酸
化物を７５：２５のＰＨＯＴＯＭＥＲ　６２１０及びＳＲ２３８のブレンド内に混合する
ことによって作製されたポリマー性樹脂を用いる連続鋳造及び硬化プロセスにおいて、Ｐ
ＥＴフィルム上に４００ｎｍの１Ｄ構造を作製した。
【００６５】
　ＨＩ－ＢＦ溶液を、ロール・ツー・ロール被覆プロセスを用いて、４．５ｍ／分（１５
フィート／分）のウェブ速度及び５．１ｃｃ／分の分散吐出速度で、４００ｎｍピッチの
１Ｄ構造のフィルム上に被覆した。被覆を室温で空気乾燥させ、その後８２℃（１８０°
Ｆ）で更に乾燥させ、次いで、Ｈ電球を装備したＦｕｓｉｏｎ　ＵＶ－Ｓｙｓｔｅｍｓ　
Ｉｎｃ．製のＬｉｇｈｔ－Ｈａｍｍｅｒ　６ＵＶ（Ｇａｉｔｈｅｒｓｂｕｒｇ，Ｍａｒｙ
ｌａｎｄ）プロセッサを４．５ｍ／分（１５フィート／分）のライン速度、７５％のラン
プ電力、窒素雰囲気下で作動させて使用して硬化させた。
【００６６】
　（実施例）
　上部放射（ＴＥ）ＯＬＥＤ試験クーポンを、約１０－６トール（１．３×１０－７ｋＰ
ａ）の基準圧で真空系において標準的な熱蒸着を用いて形成した。基材は、正方形の構成
で４つの５×５ｍｍ画素を生成するようにパターン化された、０．５μｍ厚さのフォトレ
ジストコーティング、及び８０ｎｍＩＴＯコーティングを備える、研磨したフロートガラ
ス上に作製した。正方形の寸法を４×４ｍｍに縮小し、はっきりと画定された画素縁部を
もたらすように、画素画定層（ＰＤＬ）が適用された。以下の構造が形成された：ＰＤＬ
／１ｎｍ　Ｃｒ／１００ｎｍ　Ａｇ／１０ｎｍ　ＩＴＯ底部電極（カソード）／２０ｎｍ
　ＥＩＬ／２５ｎｍ　ＥＴＬ／３０ｎｍ　ＥＭＬ／１０ｎｍ　ＨＴＬ２／１６５ｎｍ　Ｈ
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ＴＬ１／１００ｎｍ　ＨＩＬ／８０ｎｍ　ＩＴＯ上部電極（アノード）／２００ｎｍ　Ｍ
ｏＯ３キャッピング層（ＣＰＬ）（ＨＩＬ、ＨＴＬ、ＥＭＬ、及びＥＴＬは、それぞれ、
正孔注入、正孔輸送、放出層、及び電子輸送層を表す）を有する基板。上部電極は、基材
層と整合するように、シャドーマスクによりパターン化された８０ｎｍ　ＩＴＯであった
。
【００６７】
　一部のサンプルに対して、デバイス製造の後、及び封入の前に、「Ｆａｂｒｉｃａｔｉ
ｏｎ　ｏｆ　Ｎａｎｏｓｔｒｕｃｔｕｒｅｄ　Ｆｉｌｍ　ｗｉｔｈ　４００ｎｍ　Ｐｉｔ
ｃｈ（４００ｎｍのピッチを有するナノ構造化フィルムの製造）」に説明される高屈折率
材料でバックフィルされた４００ｎｍピッチ１Ｄ対称抽出器を、米国仮特許出願第６１／
６０４１６９号の実施例７に説明されるように調製した光結合層を使用して、各試験クー
ポン上の４つの画素のうちの２つに適用したが、ポリマー－ＩＩの合成において、３．７
ｇの代わりに、２．０ｇの３－メルカプトプロピルトリメトキシシランを使用した点が異
なっていた。光結合層は、約１．７の屈折率を有した。抽出器積層は、不活性（Ｎ２）雰
囲気下において行われ、その後Ｎａｇａｓｅ　ＸＮＲ５５１６Ｚ－Ｂ１紫外線硬化性樹脂
を蓋の周囲に適用することにより取り付けられたガラスの蓋の下で保護して、ＵＶ－Ａ光
源を使用して１６ジュール／ｃｍ２で４００秒にわたり硬化させた。
【００６８】
　脆弱なダイクロイック偏光子層は、以下のプロセスを使用して形成した。ＰＥＮペレッ
トを、２２．７ｋｇ／時（５０．１ポンド／時間（ｐｐｈ））の速度で２軸押出機に送給
した。Ｍｉｔｓｕｉ　Ｃｈｅｍｉｃａｌから購入したダイクロイック染料もまた、以下の
速度で２軸押出機に送給した：ＰＤ－１０４：４５ｇ／時（０．１０ｐｐｈ）、ＰＤ－３
２５Ｈ：５９ｇ／時（０．１３ｐｐｈ）、ＰＤ－３３５Ｈ：３２ｇ／時（０．０７ｐｐｈ
）、及びＰＤ－３１８Ｈ：７７ｇ／時（０．１７ｐｐｈ）。この混合物を、４１ｃｍ（１
６インチ）ダイを通じて各側上に２２．７ｋｇ／時（５０ｐｐｈ）の速度でＧＮ０７１　
ＰＥＴｇスキンと共に送給して、６．１ｍ／分（２０フィート／分）の速度でキャストシ
ートを形成した。キャストシートを、６．１ｍ／分（２０フィート／分）の速度、１４３
℃（２９０°Ｆ）の温度で、テンター内で５．６：１の比で延伸させた。
【００６９】
　一体型偏光子は、光学的に透明な接着剤ＯＣＡ　８１７１を層間で使用して、脆弱なダ
イクロイック偏光子層、ＡＰＦ、第２の脆弱なダイクロイック偏光子層、及び第２のＡＰ
Ｆを共に積層することによって構築した。サンプルは、一体型偏光子のＡＰＦ側が４分の
１波長プレート（ＱＷＰ）に隣接するように、ＯＣＡを使用して４分の１波長プレート（
ＱＷＰ）に一体型偏光子を積層することにより調製した。ＡＰＦ及び脆弱なダイクロイッ
ク偏光子層の各々の２つの層を使用した。以下の表は、偏光子フィルムの透過及びコント
ラスト特性を提供する。
【００７０】
【表２】

【００７１】
　以下の表に示される構造体を作製し、ＴＥ　ＯＬＥＤ試験クーポンと共に試験した。線
形偏光子及び反射偏光子を有するサンプルでは、線形偏光子と反射偏光子の通過軸を整合
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させた。複数の層を偏光子積層体において使用する場合、ＯＣＡ　８１７１を使用して各
層を積層した。偏光子積層体は、最初に列挙される項目をＯＬＥＤに向けて配置した。輝
度は、ＰＲ６５０カメラ（Ｐｈｏｔｏ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，Ｉｎｃ．，Ｃｈａｔｓｗｏｒ
ｔｈ，ＣＡ）を使用して、輝度－電流－電圧（ＬＩＶ）測定の一部として測定した。反射
率は、ＡＵＴＲＯＮＩＣコノスコープ（ＡＵＴＲＯＮＩＣ－ＭＥＬＣＨＥＲＳ　ＧｍｂＨ
，Ｋａｒｌｓｒｕｈｅ，Ｇｅｒｍａｎｙ）を拡散光反射率モードで使用して測定した。以
下の表に報告される反射率及び輝度は、従来の円偏光子を使用したサンプルの１の値（a 
value of unity）に正規化されている。
【００７２】
【表３】

【００７３】
　こうして、ハイブリッド偏光子を有する発光ディスプレイの実施形態が開示される。当
業者であれば分かるように、本明細書に記載した構成は、開示されたもの以外の実施形態
を用いて実施することができる。開示された実施形態は、例示を目的として提示したもの
であり、限定としてではない。

【図１】

【図２】

【図３】
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